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令和４年度 第１回島田市個人情報保護審議会 意見・質問について（後日回答分） 

 案件 資料 意見・質問 回答 

１ 

初倉地区施設一体型

小中一貫校に係る学

校用地調査 

P1 

 用地交渉をする場合には、相続の未

登記を調べたり、代替え地の検討を行

う（評価額に見合ったところを検討す

る）必要がある。 

 そのためには、個人情報の記録項目

の【経済状況等】欄の財政収入の「評

価額」、課税・納税状況の「課税額」、

「納税額（納税状況）」、「課税標準額」

といった個人情報の取得も必要になる

と考えるがいかがであるか。 

 個人情報の記録項目【経済状況等】の「評価額」

「課税額」「納税額（納税状況）」「課税標準額」をそ

れぞれ追加します。 

２ 

首都圏しまだネット

ワーク形成事業（島

田東京交流会） 

P17 

 交流会の内容などを市民の方に広く

周知する活動もしていただきたい。 

 ただやるだけでなく、皆さんに知って

いただくだけでも違うと思う。 

 政策の展開や情報の利用についてど

のように考えているのか。 

 この事業については、首都圏で活躍されている島

田市ゆかりの方々と市関係者が交流を深めることに

より、市政推進に関する一層の力添えをお願いし、

首都圏における本市の情報発信等に支援等いただく

ことを目的としています。 

 首都圏に向けて、島田市の情報（特産品や観光

等）を発信することに重きをおいているため、報道

向けに情報は発信していますが、市民向けに情報を

発信（活動報告）していない状況であります。 

 第１回目が７月９日（土）に初めて開催されたば

かりではあるので、今後の事業展開の中で、市民に

対する情報発信についても検討していきます。 
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３ 

高齢者見守り支援検

証事業 

 

P35 

 事業の目的が「高齢者がデジタル機

器にどの程度馴染めるのか、社会参加

（コミュニケーション）促進や介護予

防につながるかについて検証する」こ

となので、検証するためには、個人情

報の記録項目【心身の状況】欄に、他

のチェック項目が入っても良いのでは

ないか。 

 検証材料となるアンケートは、別紙のとおりとな

るため、個人情報の記録項目【家庭生活等】に「家

族構成」「一日のうちに関わる人」「家族や友人との

連絡（コミュニケーション）手段」「日常の家族や友

人との会話の頻度」「家族の訪問頻度」、【社会生活

等】に「日常の外出頻度」「地域活動への参加状

況」、【経済状況等】に「持っている電話・携帯端

末」をそれぞれ追加します。 

４ 
島田市版ネウボラ評

価事業 
P41 

 アンケート内容に個人情報が含まれ

るのであれば、個人情報の記録項目も

増えると思うので、確認をお願いした

い。 

 アンケートは、別紙のとおりとなるため、「年齢」

「就労形態」「婚姻状況」「最終学歴」を追加しま

す。 

５ 

ヤングケアラー対策

におけるケース検討

事務 

P53 

 個人情報の適正管理について電子シ

ステムで保有することはあるのかどう

か。 

 相談・対応記録を電子システムで保有することも

今後視野に入れているので、「電子システムで保有す

る」欄にチェックを入れ、システムの名称（グルー

プウエアシステム）、措置の内容（ＩＤ、パスワード

で閲覧を管理する）を追加します。 

６ 発達支援研修会 P58 

 アンケート内容に個人情報が含まれ

るのであれば、個人情報の記録項目も

増えるので、確認をお願いしたい。 

 アンケートは、無記名で職種のみを記載し、感想

を書いてもらう内容になるため、個人情報に該当し

ない（個人を特定できるものでない）と判断し、ア

ンケート内容の追加は行いません。 

７ 
新規作物取組支援事

業補助金 
P64 

 事務の名称にある新規作物とは何を

指すのか。 

 イメージしやすい名称をつけること

も大事であると思う。 

 「島田市新規作物取組支援事業補助金交付要綱」

によれば、新規作物とは「補助金の申請時において

当該補助対象者が栽培していない種類の作物」にな

ります。 

 この事業だけに限らず、誰もがイメージしやすい

名称にするということは、正確な情報を相手に届け
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られるという有効な情報発信にも繋がるため、研修

等を通じて全庁的に意識させていきたいと思いま

す。 

８ 
観光体験・宿泊サー

ビス支援事業 
P90 

 個人情報の記録項目の「職業上の地

位、団体内の役職」にチェックが入っ

ているが、必ず必要なものであるの

か。 

 会社を代表する者が合意したという事実や、事業

の責任者を明確にするため、申請書類等に「代表者

名」を記入してもらっています。 

 また申請した事業者に対して、市役所からお金を

振り込む際には、法人・団体の代表者名及び職名の

確認が必要となるため、記録項目としてチェックを

いれています。 

９ 
大川町民地駐車許可

証の発行 
P107 

外部提供する理由に、本人同意（同意

の方法を口頭確認）とあるが、「言った

言わない」がないようにされたい。 

 担当課（資産活用課、子育て応援課、図書館課）

に対し、駐車場を利用する者に、利用者情報を駐車

場所有者に提供することを、必ず了承してもらい、

「言った言わない」が無いようにしてもらうようお

願いしました。 

 また今後の状況によっては、書面で了承してもら

うような同意の方法を導入することも検討してもら

うよう併せてお願いをしました。 

10 

青少年に関連する県

主催の合同相談会事

業 

 

P128 
  

個人情報取扱事務開始届出簿における事務の委託に

伴う措置の欄について、記入漏れがありましたの

で、「委託しない」にチェックを追加します。 

 


